本事業を実施する際に必要と想定されるシステムの
機能要件及び技術要件
本事業を実施する際に必要と想定されるシステムの機能要件と技術要件は以下の①～⑥の通りである。
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1 実証実験端末　以下の条件を満足し、多言語の音声翻訳を実現できる端末であること。
(1) 日本語、英語、中国語、韓国語の高品質音声入出力
が可能である。
(2) 実証実験時のデータを記録できる。

(3) 受託者施設の音声翻訳サーバとインターネット接続し、サービスを利用者に提供できること。
(4) 受託者施設の利用履歴蓄積サーバとインターネット接続し、実証実験データを送信できること。

(5) 実証サービス検証用設備において検証を行ったサービスシステム、音声翻訳モデル等のソフトウェアを必要に応じて更新を行い、実装できること。
(6) 300～500台程度の端末を用意しシステム構築を行うこと。
2 受託者施設　サービス実証用設備、実証サービス検証用設備及びコンテンツ作成用設備から構成されるものとし、③～⑤に示す条件を満足すること。
3 サービス実証用設備
(1) 受託者の提案する自動音声翻訳技術を活用したサービスの実証を行う設備であり、サービス部と音声翻訳部から構成されること。
(2) 受託者は、実証実験により被験者の利用履歴、アンケート等のデータを取得すること。
(3) 実証実験により被験者から取得する利用履歴、アンケートやこれら情報をもとに実施されるアクセス分析結果等を蓄積し、（独）情報通信研究機構の研究用設備に配信できること。そのため、受託者は、「実証実験データを用いた研究開発の実施」および「実証実験に係る二次副産物の商用利用」に関する許諾を得ること。
(4) 実証サービス検証用設備において検証を行ったサービスシステム、音声翻訳モデル等のソフトウェアを必要に応じて更新を行い、実装できること。
(5) 音声翻訳部については、英語、中国語、韓国語に翻訳・配信できること。
4 実証サービス検証用設備
(1) 受託者の提案する自動音声翻訳技術を活用したサービスの実証にあたり、必要となる端末およびサーバのソフトウェア等の検証を行う設備であり、サービス部と音声翻訳部から構成されること。
(2) サービス部については、コンテンツ作成用設備において作成、蓄積される音声翻訳用多言語対訳データ蓄積サーバを使用して検証できること。
(3) 音声翻訳部については、（独）情報通信研究機構の研究用設備から配信される音声翻訳モデルを地域用に適応させる処理を実施し、音声翻訳モデルを含むソフトウェアを検証できること。
5 コンテンツ作成用設備
(1) 受託者の提案する自動音声翻訳技術を活用したサービスの実証に必要なデータを作成・蓄積する設備であり、地域コンテンツ、音声翻訳用多言語対訳データ等を作成・蓄積できること。
(2) 作成・蓄積する地域コンテンツは、以下の内容を含むこと。
a 実証実験を実施する地域・業務の固有名詞リスト
b 実証実験を実施する地域のアクセントを含む音素バランス音声
c 現地対話あるいはFAQまたはQ&A
d 提案するサービスに資する静止画、動画
e 上記a～ｄについての音声辞書
(3) 作成・蓄積した地域コンテンツ、音声翻訳用多言語対訳データ等を、（独）情報通信研究機構の研究用設備に配信できること。そのため、受託者は、「実証実験データを用いた研究開発の実施」および「実証実験に係る二次副産物の商用利用」に関する許諾を得ること。
6 ①～⑤の仕様の詳細については、（独）情報通信研究機構と協議の上、決定すること。なお、本事業の実施により新たに作成された実証実験により被験者から取得する利用履歴、アンケートやこれら情報をもとに実施されるアクセス分析結果等および地域コンテンツ、音声翻訳用多言語対訳データ等については、（独）情報通信研究機構及び総務省の指定する機関において研究または非営利の目的に無償で使用することを許可すること。
委託対象経費の範囲
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１．機器類購入費

委託事業の遂行に必要不可欠であって、リース・レンタルが不可能な機械装置、その他

備品の製作又は購入を必要とする場合におけるその製造原価又は購入に要する経費

・リース・レンタルが不可能な機械装置・備品の製作又は購入費

・購入した機械装置と一体、あるいは付属として組み込まれているソフ

トウェア

２．保守費

機械装置等の保守（機能の維持管理等）を必要とする場合における労務費、旅費交通

費、滞在費、消耗品費及びその他の必要な経費（ただし、Ⅱ及びⅢの１～３に含まれる

ものを除く）

３．設置工事費

機械装置等の設置にかかる労務費等必要な経費（ただし、Ⅱ及びⅢの１～３に含まれる

ものを除く）

４．改造修理費

委託業務の遂行に必要な機器等の改造、修繕に係る労務費、旅費交通費、滞在費、消耗

品費及びその他必要な経費（ただし、Ⅲの１から３に含まれるものを除く）、外注を必

要とする場合は、それに要する経費

１．システム開発費

委託事業で用いるシステムの企画・設計・開発に直接従事する設計者及び工員等の労務

費とする。（ただし、Ⅰに含まれるものを除く）

・委託開発業務に直接従事する研究者、設計者、工員及びアルバイト等

の労務費

２．システム実証費

委託事業で用いるシステムの実証に直接従事する設計者及び工員等の労務費とする。

（ただし、Ⅰに含まれるものを除く

・委託実証業務に直接従事する研究者、設計者、工員及びアルバイト等

の労務費

１．消耗品・備品費 委託事業の実施に直接要する資材、部品、消耗品等の購入又は製作に要する経費 ・事務用品（委託事業にのみ特化して使用するもの）

２．通信運搬費 委託事業に直接要する通信回線の月々の使用料及び資料等の郵便発送等

・回線費

・切手代、郵送料

３．旅費・交通費

委託業務を遂行するために特に必要とする旅費、滞在費及び交通費であって、受託機関

の旅費規程等により算定される経費

４．調査費 委託事業に必要な住民ニーズの調査や効果測定に必要な経費 ・アンケート調査費

５．会議費

委託事業の遂行に必要な知識、情報、意見等の交換、検討のための協議会開催、運営に

要する委員等謝金、委員等旅費、会ｇひ、会議室借上費、消耗品費、資料作成費、その

他の経費

・実施計画書に記載された協議会等の開催に係る謝金・旅費・交通費

・会議の茶菓及び弁当等（アルコール類は除く）に係る経費

６．報告書作成費 成果報告書の印刷・製本に要する経費 ・契約に基づいて総務省に提出する、成果報告書等の作成のための経費

７．機器類リース・

レンタル費

委託事業の遂行に必要な機械装置、その他備品を必要とする場合におけるそのリース・

レンタルに要する経費

・サーバ類

・計測機器

８．その他特別費 以上の各経費のほか、特に必要と認められる経費

・委託事業の遂行に直接必要なソフトウェアに関しライセンス契約を締

結して限定使用する使用料

※　地方公共団体の職員の人件費、旅費は委託経費の対象とはならない

Ⅱ．労務費

Ⅲ．消耗品、そ

の他経費

Ⅰ．設備備品費

 



【別紙１】





【別紙２】














































































































































































































� サンプリング周波数16kHz以上。
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